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資料 １

平成１８年度当初予算案について

平成１８年２月１５日

予算編成の基本的考え方Ⅰ 平成１８年度当初

１．予算編成の基本方針

政策総点検結果を的確に反映○

【１．政策総点検結果の当初予算への反映について】 別冊１
政策を構成する個々の事務事業について、それぞれの政策の方向性を踏ま
え、必要性・有効性・効率性等の観点から点検し、発展・継続・縮小・
廃止などの方向付けを行い、下記のとおり当初予算に反映

点 検 区 分 事務事業数 対平⑰６補後比 増減額

発 展 ６０５ ＋ ２７３億円

継 続 ２,５４９ ▲ １７１億円

縮 小 ７９ ▲ ５億円

廃 止 ２９４ ▲ ４１億円

小 計 ３,５２７ ＋ ５６億円

平⑰年度終了事業 １３２ ▲ ７８億円

合 計 ３,６５９ ▲ ２２億円

※ 人件費、内部管理事務費、公債費等を除く ※ 「発展」には新規事業を含む

【２．政策総点検論点別予算反映状況について】 別冊２
政策総点検結果報告書（各論）の中で、点検の結果を踏まえ検討することと

した予算を伴う施策・事業のすべてについて予算面で対応した。

【３．外郭団体の見直しについて】
政策総点検結果における「外郭団体の見直しの基本方針」に基づき、団体の
廃止、県関与の縮減等の見直しを行った結果は、以下のとおり。

県からの補助金・委託料 ▲３９億円
県派遣職員数 ▲９９人
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少子化対策などの横断的重点政策群に対する積極的かつ重点的な取り組み○
～新年度の新組織体制のもとで、横断的重点政策群に全庁体制で取り組む～

【横断的重点政策群に関する取り組み】 別冊３

◇活力ある地域づくり
・地域産業の再生

－ブランド戦略、企業誘致、研究開発、観光交流－

・まちづくり
－住民参加によるまちづくり、便利で活力あふれるまちづくり、まちの快適な環境整

備、美しい景観づくり、公共交通の維持・確保・活性化、安心・安全なまちづくり－

◇安全・安心な地域づくり
・少子化対策の推進

－社会全体で取り組む少子化対策の推進、子育て環境の整備、誰もが住みやすい地域

づくり－

・木の国・山の国の森林づくり
－健全で豊かな森林づくり、林業及び木材産業の振興、人づくり・仕組みづくり－

・持続可能な循環型社会づくり
－生活環境の保全、廃棄物処理対策の推進、３Ｒの推進、地球環境の保全、自然環境

の保全－

◇地域を支える人づくり
・多文化共生社会への対応

－相互理解にむけた意識の醸成、在住外国人（外国籍県民）が暮らしやすい環境

づくり、在住外国人（外国籍県民）とともに進める地域づくり－

・ふるさとに誇りを持てる岐阜県づくり
－飛騨美濃合併１３０周年記念事業、岐阜県の素晴らしさを発見しよう、岐阜県の素

晴らしさを後世に－

節度ある財政運営○
１ 予算規模については、前年度６月補正後予算比でマイナス

（ 、 ）規模 ７,７０７億円 平⑰６補後７,７５９億円：▲０.７％ ▲５２億円
（※児童手当拡充分等除き 平⑰６補後比▲１.６％）

２ 県債発行額と基金繰入額を、それぞれ対前年度６月補正後予算より縮小
県 債 ９６６億円（平⑰６補後９７１億円、▲５億円、▲０.５％）
基金繰入金 １８５億円（平⑰６補後１８８億円、▲３億円、▲１.６％）
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２．予算編成に当たって重視した点

「官」から「民」へ○
～「民」の創意工夫を生かす観点から 「官」から「民」への移管を図る～、

（８ページ）【指定管理者制度導入状況】 別紙１
・３７施設（公募９・特定者指名２８）に新たに指定管理者制度を導入
・平⑱２３.０億円 ← 平⑰６補後３３.５億円

(予算削減効果額▲１０.５億円、▲３１.２％)

【平成１８年度新規導入アウトソーシング関係事業（主なもの 】 別紙１）
・従来からのアウトソーシング事業の継続・拡大に加え、新たな分野でアウト
ソーシングに取り組む → 予算削減効果額合計 ▲２億円

ハードからソフトへ○
～ハード事業からソフト事業への転換を図るとともに、すでに整備されたもの

を最大限活用する観点で、施設やハード基盤を生かすソフト事業を推進～

【ハード事業予算】
・ハード事業予算（ここでは、決算統計上の「普通建設事業」をいう）

平⑱１,５４０億円←平⑰６補後１,７１２億円(▲１７２億円、▲１０.１％)

（９ページ）【ハード基盤を生かすソフト事業（主なもの 】 別紙２）
・施設やハード基盤の有効活用を図るため、あるいは施設やハード事業の効果
を増すためのソフト事業を展開

きめ細やかな予算○
～県民の皆様の身近な課題に取り組む予算～

（１０ページ）【きめ細やかな事業（主なもの 】 別紙３）
・予算額は必ずしも大きくないが、必要とされる事業を真に必要とする人に

危機管理事案・災害への対応○
～環境問題等の危機管理事案や雪害等の災害への迅速な対応を図る～

（１１ページ）【危機管理事案・災害への対応事業（主なもの 】 別紙４）
・危機管理体制の強化、危機事案の予防・応急措置、災害対策といったあらゆ

る局面において、県民の皆様の安全・安心の確保に万全を期す



- 4 -

ＮＰＯ、県民の皆様、民間企業、中部圏などとの連携○
～ＮＰＯ等との連携、県民協働、民間企業との連携、中部圏との連携を推進～

【ＮＰＯ等、県民の皆様、民間企業、中部圏などとの連携事業（主なもの 】）
・多様な主体との連携による多面的な県政の展開～ （ｐ１４）別紙５

三位一体改革の成果を可能な限り生かす○
～三位一体改革の成果である地方の新たな裁量は極めて限られているが、可能
な範囲で本県独自の創意工夫を発揮～

（ ）【 】三位一体改革の成果の平成１８年度予算への反映状況 別紙６ ｐ１８
・可能な限り成果を生かした本県独自の取り組みで創意工夫と事業費縮減

→ 予算削減効果額合計 ▲２.９億円

固定的経費等の削減○
～公債費や社会保障関係費など義務的経費の増加が著しいなか、固定的経費等
についても聖域なく見直し、県政運営に必要な財源を捻出～

（１９ページ）【固定的経費等の削減（主なもの 】 別紙７）
・従来の慣例にとらわれず柔軟な発想で、そして創意工夫とたゆまざる

経費削減努力で固定的経費を丹念に精査→予算削減効果額▲３３.４億円
・シーリング率の設定等による減 →予算削減効果額▲３５.０億円

積極的な歳入確保施策の展開○
～税源移譲を見据え、最も基幹的な歳入科目である県税収入そのものを将来に

わたり増加させるための税源涵養施策の積極的展開と、様々な徴収率向上策
の強化～

（２０ページ）【税源涵養施策と徴収率向上策（主なもの 】 別紙８）
・将来への投資となる税源涵養施策の多面的展開、個人県民税の直接徴収

の本格実施

３．予算編成手続き
（１）主要政策協議

予算編成の過程では 「政策的な予算」とするために、職員と徹底的に政策議論、
を行う「主要政策協議」の場において、組織改革後の組織が本格始動する４月以降
の体制を念頭に、政策議論を重ねた。

（２）個別協議方式
限られた財源を部局の枠を超えて従来にも増して戦略的に活用するため、部局長

の責任と権限で編成していた従来の「部局別枠予算」を廃止し、すべての事業につ
いて個別協議を実施するなかで、政策総点検結果をあらゆる事業にわたり的確に反
映するとともに、あらゆる事業を個別に見直した。
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Ⅱ 平成１８年度当初予算案の概要

１．本県財政を取り巻く環境

［１］景気動向
我が国の景気は緩やかに回復しているが、本県においては地場産業の低迷や降

雪被害の発生などにより、景気の先行きは決して楽観できる状況にない。また、
地域ごとにあるいは産業ごとに景気動向に差異が生じている。

［２］財政状況
本県の財政状況は、大幅な県税収入の増加が見込めない中、公債費や社会保障

関係経費等の義務的経費が今後も増加する見込みであり、財政構造が硬直化傾向
にある。また、施設やＩＴ関係の維持管理費など固定的な経費が大きく、将来に
わたって大幅な財源不足が見込まれる大変厳しい状況下にあり、政策の自由度が
低下している。

２．平成１８年度予算の規模等

［１］予算規模
・予算規模は、対前年度当初予算比（平成１７年度は６月補正後予算比）で５年連

続のマイナスで、抑制基調

規模 ７，７０７億円（⑰６補後７，７５９億円：▲０．７％、▲５２億円）

児童手当拡充分等除き ⑰６補後比▲１．６％）（※

※ 児童手当拡充分等は、昨年度予算との規模比較に際して控除すべき特殊要因
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［２］歳入
（単位：億円、％）

項 目 平⑱当初 平⑰６月補 伸 額 伸 率
構 成 構 成予 算 額 正後予算額

県 税 ２,１４０ 27.8 ２,０２０ 26.1 ＋１２０ ＋ ５.９

地方譲与税 ４００ 5.2 １５６ 2.0 ＋２４４ ＋１５６.９

２２ 0.3 １２９ 1.7 ▲１０７ ▲８２.８地方特例交付金

地方交付税 １,７７３ 23.0 １,９０３ 24.5 ▲１３０ ▲ ６.８

県 債 ９６６ 12.5 ９７１ 12.5 ▲ ５ ▲ ０.５

２３５ 3.0 ２６２ 3.4 ▲ ２７ ▲１０.３臨時財政対策債

国庫支出金 ８４６ 11.0 １,０４８ 13.5 ▲２０２ ▲１９.２

基金繰入金 １８５ 2.4 1８８ 2.4 ▲ ３ ▲ １.６

繰 越 金 ３０ 0.4 ５５ 0.7 ▲ ２５ ▲４５.５

その他収入 １,３４５ 17.4 １,２８９ 16.6 ＋ ５６ ＋ ４.３

合 計 ７,７０７ 100.0 ７,７５９ 100.0 ▲ ５２ ▲ ０.７
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［３］歳出

（単位：億円、％）①歳出（経費別）

項 目 平⑱当初 平⑰６月補 伸 額 伸 率
予 算 額 構 成 正後予算額 構 成

人 件 費 ２,４０８ 31.2 ２,４２３ 31.2 ▲ １５ ▲ ０.６

知事部局 ３７９ 4.9 ３８６ 5.0 ▲ ７ ▲ １.６

教育委員会 １,６６５ 21.6 １,６７６ 21.6 ▲ １１ ▲ ０.７

警察本部 ３６４ 4.7 ３６１ 4.6 ＋ ３ ＋ ０.６

公 債 費 １,１６３ 15.1 １,０８７ 14.0 ＋ ７６ ＋ ７.０

普通建設事業 １,５４０ 20.0 １,７１２ 22.1 ▲１７２ ▲１０.１

そ の 他 ２,５９６ 33.7 ２,５３７ 32.7 ＋ ５９ ＋ ２.３

合 計 ７,７０７ 100.0 ７,７５９ 100.0 ▲ ５２ ▲ ０.７

（単位：億円、％）②歳出（目的別）

項 目 平⑱当初 平⑰６月補 伸 額 伸 率
予 算 額 構 成 正後予算額 構 成

総 務 費 ４４２ 5.7 ４７７ 6.1 ▲３４ ▲ ７.２

民 生 費 ７０１ 9.1 ６３１ 8.1 ＋７０ ＋１１.１

衛 生 費 １９３ 2.5 ２０３ 2.6 ▲１０ ▲ ５.２

労 働 費 １２ 0.2 １３ 0.2 ▲ １ ▲ ６.０

農林水産業費 ５２６ 6.8 ５４７ 7.0 ▲２２ ▲ ４.０

商 工 費 ７０９ 9.2 ６３７ 8.2 ＋７２ ＋１１.３

土 木 費 ９７３ 12.6 １,０２３ 13.3 ▲５０ ▲ ４.９

警 察 費 ４４０ 5.7 ４８９ 6.3 ▲４９ ▲１０.０

教 育 費 １,９２５ 25.0 １,９８３ 25.6 ▲５９ ▲ ３.０

公 債 費 １,１６３ 15.1 １,０８７ 14.0 ＋７６ ＋ ７.０

そ の 他 ６２３ 8.1 ６６９ 8.6 ▲４４ ▲ ６.９

合 計 ７,７０７ 100.0 ７,７５９ 100.0 ▲５２ ▲ ０.７
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別紙１

「官」から「民」へ
～指定管理者制度の導入やアウトソーシングの推進による民間移管の促進～

(１) 指定管理者制度導入状況
３７施設（公募９・特定者指名２８）に新たに指定管理者制度を導入

・平⑱予算 ２３.０億円 ← 平⑰６補後予算 ３３.５億円
予算削減効果額 ▲１０.５億円 （削減率▲３１.２％）

・岐阜県科学技術振興センター
・岐阜県先端科学技術体験センター

・岐阜県県民ふれあい会館
・岐阜県県民文化ホール未来会館

・飛騨・世界生活文化センター
・社会福祉施設（千草寮ほか１１施設）

・岐阜県福祉・農業会館

・岐阜県福祉友愛プール
・岐阜県中部山岳国立公園乗鞍鶴ヶ池駐車場

・岐阜県白山国立公園大白川野営場野営施設
・岐阜県飛騨木曽川国定公園下呂温泉乗政野営場野営施設

・岐阜県東海自然歩道関ヶ原ビジターセンター
・岐阜県飛騨・北アルプス自然文化センター

・岐阜県東濃牧場・飛騨牧場（２施設）

・セラミックパークＭＩＮＯ
・岐阜産業会館

・ソフトピアジャパンセンター
・岐阜県恵那山高原国民休養地

・岐阜県さぼう遊学館
・花フェスタ記念公園

・岐阜アリーナ
・岐阜県長良川球技場

・岐阜県長良川スポーツプラザ

・岐阜県グリーンスタジアム
・岐阜県マリンスポーツセンター

(２) 平成１８年度新規導入アウトソーシング関係事業（主なもの）
○新総務事務センター設置運営費（33,880） 削減効果額▲49百万円

・内部管理事務の抜本的見直しを行い、集約効果が見込まれる事務の全庁一括処理を実施する

「総務事務センター」を平成１８年秋から稼働させ、可能な限り派遣労働者により業務処理

○新大垣看護専門学校運営費（0） 削減効果額▲103百万円

・大垣看護専門学校の管理運営主体を大垣市医師会に移管

○新放置車両確認事務委託事業費（24,533） 削減効果額▲10百万円

・公安委員会の指定を受けた法人に対し、駐車違反確認事務を委託

○新県産品販売促進大作戦推進事業費のうち「楽天」運営分（0） 削減効果額▲14百万円

・優れた県産品のショッピングモール「楽天」への出店について、その運営を岐阜県名産販売㈱

に全面移管

その他の事業も含め削減効果額合計 ▲約２億円
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別紙２

ハード基盤を生かすソフト事業（主なもの）
～施設やハード基盤の有効活用を図るため、あるいは施設やハード事業の効

果を増すためのソフト事業を展開～

○新ミュージアムひだ観覧料（歳入）

・飛騨センターの「ミュージアム温故知新」を、新たに教育委員会所管の「ミュージアムひだ」

とし、第四の県立博物館として位置づけ、幼児・小中高児童生徒の観覧料を無料とする

○新教育普及活動費（2,500）

・ミュージアムひだの普及を図る一環で、飛騨管内の小中学生の利用促進のため、臨時送迎バス

を運行し、小中学生にミュージアム利用機会を提供 等

○県立学校等開放講座開設費（2,227）

・県立学校１０校において、各学校の特色を活かした、園芸・県民講座・家庭教育・教養など

の講座を開設

○新ソフトピアジャパンセンター使用料(歳入：改定後2,520円/㎡・月←3,150円/㎡・月）

・新たに入居する企業及び引き続き入居を希望する企業の要望に応え、ソフトピアジャパンセン

ターの利用環境を向上させるため、技術開発室の使用料を引き下げる

○新中心市街地空き店舗活用支援事業費（46,000）

・中心市街地に必要な機能創出のため、商店街等が意欲ある事業者を公募し選定した事業者の

店舗賃貸料等を助成

・空き店舗において、ＮＰＯ等が行う高齢者、子育て支援等公益機能の創出に対し、店舗賃貸料、

運営費等を助成

○新空き家活用・田舎暮らし支援対策事業費（7,930）

・都市と農村の交流を図るため、市町村による空き家改修経費、空き家情報バンク登録物件調査

やＨＰによる情報発信に対し助成し、都市住民の複数地域居住、地方定住を支援

○拡特別警戒水位設定対策事業費（25,000）

・洪水時における流域住民の円滑な避難を促すため、主要な中小河川において避難の目安となる

「特別警戒水位」を追加設定し、河川事業と連携して事業効果を上げ、県民生活の安全に寄与
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別紙３

きめ細やかな事業（主なもの）
～県民の皆様の身の周りの課題に取り組む予算～

○新図書館利用者のための託児事業費（600）

・幼い子を持つ保護者が、県図書館を積極的に利用し、社会活動・文化活動に参加する機会を

確保するため託児サービスを実施

○新新生児の保護者向け読書活動推進事業費（678）

・家庭での文字・活字に親しむ環境づくりに向けて、読み聞かせの大切さを啓発するための幼

児用絵本を紹介する小冊子を作成・配布

○新学習療法等普及啓発事業費（4,000）

・認知症の予防・改善に効果のある学習療法（簡単な計算、音読により脳の活性化を図る手法）

や介護予防に役立つ簡単な筋力トレーニング法の普及啓発を実施

○新成年後見ボランティア養成研修事業費（1,500）

・判断能力の低下しているひとり暮らし高齢者等が、福祉サービスの利用や各種契約等を適切

に行うことができるよう、成年後見制度の知識をもったボランティアを養成

○新ＤＶ被害者等訪問援助事業費（500）

・一時保護終了後のＤＶ被害者に対する同行サービス等を民間団体に委託し、精神的不安の軽

減を図り早期の社会的自立を援助

○新里親登録啓発事業費（550）

・里親制度のわかりやすい説明、里親・里子の体験談を載せた冊子を作成し、里親希望者、市

町村、民生・児童委員等へ配布し、登録里親を増加

○拡子育てファミリープラザモデル事業費補助金（4,800）

・子育て親子のたまり場において、父親の育児参加を促すため、子育て支援サークル等が週末に父

親向けの講座を開催する場合の補助金加算制度を新設

○新こころの健康・自殺予防対策事業費（2,800）

・自殺の主原因のひとつと考えられる「うつ病」に関する県民向けのシンポジウムの開催、かか

りつけ医や市町村相談担当者等を対象に研修を実施

○拡交通遺児激励金（5,305）

・交通遺児に対し支給する激励金を年額５千円増額

乳幼児・小学生 10→15千円 中学生 15→20千円 高校生 20→25千円

○新医療的ケア常勤看護師の配置

・医療的ケアを必要とする児童生徒が多い長良養護学校、希望が丘養護学校に各１名配置

○新教育施設ＡＥＤ（自動体外式除細動器）設置事業費（8,894）

・心肺停止時における救命救急の観点から、全県立学校のほか、多くの県民が利用する教育施

設に設置

○新高齢者の自転車利用に対する指導者育成事業費（267）

・交通事故防止対策の一環として、安全な自転車利用を地域において指導する者を育成するた

めの研修会を開催

○新青少年命のふれあい講座事業費（500）

・地域の子育てサポーター等を講師に、中高生が乳幼児をもつ父母から出産・育児の喜びや苦

労を聞くとともに、乳幼児と直接ふれあうことにより多様な角度から「命と子育て」につい

て学ぶ講座を開催
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別紙４

危機管理事案・災害への対応事業（主なもの）
～知事直轄の危機管理部門のもと、各部局が一体となって環境問題等の

危機管理事案や雪害等の災害への迅速な対応を図る～

(1) 危機管理体制の強化

①専任組織の創設
○新本庁に知事直轄として「危機管理部門」を創設 「危機管理統括監」の新設、

「 」 、 「 」○新各圏域に振興局長が兼務する 地域危機管理監 を創設 振興局内に 防災生活担当

を設置

(2) 危機事案への予防・応急対策

①意識高揚、対応能力向上
○新危機管理推進事業費（2,100）

・ 危機管理対応指針」に基づき、あらゆる危機事案に迅速・的確に対応するため、全庁的に個別「

の危機事案に対するマニュアルを整備するとともに、職員の危機管理意識を向上させるための

体系的な講義・演習を実施

○地域防災対策推進費（3,000）

・市町村防災体制に関するアドバイスの実施、フォーラムやパンフレットによる防災意識の普及

啓発の実施

②国民保護対策
○新国民保護市町村支援費・マニュアル作成費・啓発費（2,800）

・平成１７年度に策定する国民保護計画（県計画）に基づき、市町村計画の策定を支援すると

ともに、県計画の実効性を高めるマニュアルの作成及び啓発を実施

③地震対策
○新震度情報ネットワークシステム更新検討事業費（5,800）

・現行システムの更新時期を向かえるにあたり、震度計配置や通信手段の確保など今後の

震度情報ネットワークのあり方について調査研究を実施

○校舎耐震補強事業費（1,150,000）

・県立学校の耐震性の低い校舎等の補強工事を実施（平成１８年度完了予定）

○私立学校耐震整備事業費補助金（52,000）

・私立学校の校舎等耐震化工事に対する助成

○新県有建築物耐震補強工事費（35,300）

・耐震補強工事が必要な県有施設について、緊急度の高い施設から計画的に工事を実施

○拡住宅・建築物耐震改修事業費（201,000）

・住宅又は建築物の所有者が行う耐震診断調査及び補強工事に対する助成
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④感染症対策
○新新型インフルエンザ対策予防費（198,000）

・県内における新型インフルエンザ対策用の医薬品（タミフル）を行政備蓄

○新鳥インフルエンザ防疫演習開催事業費（1,600）

・高病原性鳥インフルエンザの県内発生を想定した防疫対策（消毒、殺処分作業）に関する演習

と防疫対策会議の開催

⑤環境汚染対策
○新不法投棄等危機管理事業費（18,000）

・不法投棄された廃棄物の埋設状況、埋設量及び性状を迅速に把握するため、現地測量、電気

探査、ボーリング調査、廃棄物の性状分析等の調査を実施

○新産業廃棄物処理施設候補地選定事業費（5,100）

・処理施設の適地情報を公募等により幅広く求めるとともに、有識者からなる選定委員会を立ち

上げ、選定作業に着手

○アスベスト除去対策資金融資等事業費（217,386）

・アスベスト使用建築物の解体工事等に伴うアスベストの除去及び処理に係る資金に対し融資

及び利子補給を実施

○アスベスト大気環境監視事業費（1,250）

・アスベスト使用建築物の解体現場等における大気中のアスベスト濃度の監視

○拡公共施設アスベスト対策工事費（252,000）

・県有施設及び高等学校のアスベスト除去工事の実施

○新超深地層研究所環境保全対策事業費（1,460）

・日本原子力研究開発機構との環境保全協定に基づき、超深地層研究所に対する行政検査を実施

するとともに、保全対策検討会を開催

⑥防犯・治安対策
○拡警察官・交番相談員の増員

・警察力強化のため、警察官５０人、交番相談員１７人を増員し、犯罪の抑止と複雑多様化する

警察事象に即応する体制を確立

○安全・安心まちづくり推進事業費（3,100）

・県民の防犯意識の高揚やボランティアの技能向上のため、研修会及び出前講座等を実施

○拡地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業費（26,670）

・県下の拠点地域にスクールガードリーダーを配置し、地域の学校安全ボランティアの育成と

活動を支援

⑦食品安全対策
○ＢＳＥ全頭検査実施事業費（64,142）

・と畜場に搬入される全ての牛に対し、引き続きＢＳＥスクリーニング検査を実施するとともに、

脊髄等の特定危険部位の確実な除去と焼却を徹底

○健康食品対策事業費（3,200）

・食品保健指導士を配置した健康食品相談窓口を７保健所に設置するとともに、県民講座の

開催、健康食品の買い上げ検査等の実施

○残留農薬等検査体制強化事業費（16,979）

・輸入・国産を問わず、県内を流通する農産物等の農薬や重金属などの残留検査及び食品中に

含まれる食品添加物やアレルギー物質等の含有検査の実施
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(3) 自然災害対策

①災害復旧対策
○災害復旧事業費（3,052,037）

・国庫負担法に基づく道路橋りょうなどの災害復旧事業の実施

②雪害対策
○新農業用施設等災害対策事業費補助金（100,000）

・今冬の雪害被害が判明後、直ちに農家経営の再建が図られるよう、自然災害による農業被害

対策として、農業用施設・設備等の復旧助成制度を創設

○新農作物災害対策事業費補助金（10,000）

・農作物の被害回復のために行う樹勢回復用肥料、病害虫防除用薬剤、改植用種苗の購入経費

のほか、新たに果樹の改植等にかかる作業用機械借上料を対象に助成

＜平成17年度専決予算対応分＞

○除雪事業費（1,758,000）

・降雪量が例年の３倍以上に達したことから、県民生活の安全安心を確保し円滑な道路管理を

実施するため専決処分で予算を増額

○ぎふクリーン農業生産流通総合整備事業費補助金（30,000）

・農家の経営安定を図るため、雪害による園芸作物栽培用施設の速やかな復旧を支援

○豪雪災害復旧資金（制度融資）の創設

・中小零細企業者の雪害による設備被害からの復旧や緊急の資金需要に対応するため、融資枠

１０億円を設定し、併せて保証料を免除
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別紙５

ＮＰＯ、県民の皆様、民間企業、中部圏などとの連携（主なもの）
～多角的連携に基づく多面的な県政の展開～

(１) ＮＰＯ等との連携事業

①ＮＰＯ等への委託
○新図書館利用者のための託児事業費（600）

・幼い子を持つ保護者が、県図書館を積極的に利用し、社会活動・文化活動に参加できるように

するため、託児事業をＮＰＯ法人に委託

○新これから始める地域デビュー講座開催費（2,000）

・ 団塊の世代」のうち、定年退職後の活躍の場を社会参加活動に求める方に対し、地域づくり・「

まちづくりのために地域コミュニティやボランティア等に取り組むきっかけとなる講座の開催

をＮＰＯに委託

○新ぎふＮＰＯプラザ（仮称）管理運営費（20,000）

・ＮＰＯ活動への参加のきっかけづくりの場であり、ＮＰＯに関する情報提供などＮＰＯ・

市民活動支援の中核的拠点でもある「ぎふＮＰＯプラザ（仮称 」の運営をＮＰＯに委託）

○新男女共同参画プラザ相談窓口設置事業費（7,586）

・女性のキャリアアップを含めた男女共同参画に関する様々な相談業務や、男女共同参画情報を

発信する窓口を設置し、その運営を民間団体に委託

○新岐阜県子育て総合相談窓口（仮称）運営費（13,800）

・子育て中の親が気軽に相談でき、育児中の親の精神的負担を軽減する目的で設置する「岐阜

県子育て総合相談窓口（仮称 」の運営業務をＮＰＯに委託）

○新ぎふ森林づくりサポートセンター（仮称）設置事業費（5,000）

・県民の森林づくりへの参加相談窓口機能や、ＮＰＯ等のネットワーク・交流の拠点となる

「ぎふ森林づくりサポートセンター（仮称 」を設置し、ＮＰＯ等の運営のもと、県民協働に）

よる森林づくりを推進

○新アニメ制作ワークショップ運営事業費（4,000）

・産学官が協働し、デジタルコンテンツクリエイターを目指す人材の育成を図るアニメ制作ワー

クショップの運営をＮＰＯ法人等に委託

○新ＤＶ防止等普及啓発事業費（565）

・ＤＶの特性を理解した人材を育成するための支援者養成講座を企画運営ノウハウのある民間

団体へ委託

○新ＤＶ被害者等訪問援助事業費（500）

・一時保護終了後のＤＶ被害者に対する同行サービス等を民間団体に委託し、精神的不安の

軽減を図り早期の社会的自立を援助

○新育児休業復帰支援事業費（教職員研修費 （262））

・育児休業を取得した教員が学校への復帰に際し抱える不安や課題を解消するための研修に

おいて受講しやすい環境づくりのため、会場内に託児所を設置し、民間団体へ委託

○新県民向けＩＴ基盤普及促進事業費（7,400）

・県民向けＩＴ基盤の利活用面での普及を促進するため、民間企業やＮＰＯ等と協働してＰＲ

活動・利活用支援を実施



- 15 -

○新成年後見制度利用支援促進事業費（900）

・認知症高齢者、知的障害者など判断能力が乏しい人々に対する成年後見制度の利用促進を

図るための研修を福祉関係者をはじめとした行政関係者に対し実施

②ＮＰＯ等への補助
○拡公益信託ぎふＮＰＯはつらつファンド出捐金（102,000）

・ＮＰＯ法人の設立、自立・発展を目的に、県民自らＮＰＯ法人へ支援する仕組みとして、公益

信託による基金に出捐

○協働型県民活動促進事業費補助金（27,500）

・県民が協働して地域のために行う自主的・主体的な地域づくり等のグループ活動に対して支援

○新子育てファミリープラザモデル事業費補助金（4,800）

、 、・子育て中の親子と子育てサポーターが身近なところで気軽にふれあい 交流できる溜まり場で

子育て不安や悩みを解消するとともに、一時的な託児サービス等も提供できる環境を整備する

ＮＰＯ等に対して補助

○新花の都ぎふづくり推進費（花の都ぎふ推進事業費補助金 （7,338））

・花フェスタ２００５ぎふで活躍した「花の都ぎふ１００人委員会」のメンバーを中心として、

花フェスタ記念公園において協働で事業を実施

③その他ＮＰＯ等との協働事業
○新県職員ＮＰＯ派遣事業（数人）

・ＮＰＯの要請に基づき、課題に対応できる県職員をＮＰＯに派遣

○新子育て県民応援事業費（1,200）

・県民総ぐるみで少子化対策を推進するため、企業や地域と協働で取り組んでいくための連携

会議や部会を設置

(２) 県民協働事業
○新政策総点検フォローアップ事業費（3,600）

・総点検結果を広く県民の皆様に報告し、ご意見を聴取しつつ、政策総点検結果で示された政策

の方向性について検証するとともに、行財政改革大綱（仮称）のフォローアップも実施

○新岐阜県子育て家庭応援キャンペーン（仮称）事業費（9,760）

・県内の市町村、企業（店舗）の協力を得て、県・市町村施設等、また県内の協賛企業（店舗）

において、子育て世帯を対象とした割引やプレゼント等の優遇制度を設定し、子育て家庭を

社会全体で支援

○新木の国・山の国県民運動推進事業費（8,000）

・岐阜県森林づくり基本条例に基づく持続可能な森林づくりを推進するため、県民みんなで

森林を支える県民運動を展開

○新県民協働による県有林整備事業費（300）

・県民協働手法により、森林整備の計画づくりから施業まで総合的な森づくりを実施し、県民、

企業等の参画による新たな森林づくりを実践

(３) 民間企業との連携事業
○新レジ袋削減で森づくり事業費（4,250）

・県民、事業者及び行政が協働して「レジ袋」の削減の取り組みを実施

○新森林エネルギー地域循環モデル調査事業費（2,600）

・県内での木質ペレットの供給体制の構築と木質ペレット利用機器の導入環境整備を推進するた

めの調査・研究を、ペレットボイラー関連企業、モデル地域関係団体等と実施
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○新身近なお店で県産品愛用推進事業費（9,600）

・県内での県産品の認知度向上を図るため、消費者にとって身近なコンビニエンスストア、スー

パーマーケット等に対し「岐阜県フェア」の開催を働きかけ、広告作成経費等の一部を負担

○新飛騨・美濃すぐれもの販路拡大事業費（ 26,900の内）県産品販売促進大作戦推進事業費負担金

・伊藤忠商事が業務提携している㈱ファミリーマートネットワークシステムズの宅配サービス

「わんまいる」を活用したすぐれものの販路拡大

○新顧客志向型ビジネス戦略研究事業費補助金（3,300）

・ ぎふブランド戦略」の策定を受けて、それを具現化するための実行プランを作成するための「

研究会を、地場産業関係者、アドバイザー等と設置

○新大都市圏誘客宣伝推進事業費（10,000）

・大手旅行代理店等で構成される日本旅行業界岐阜県支部商品造成５社協議会と協働し、大都市

圏からの誘客活動を強力に推進

○新岐阜県インターンシップ推進協議会運営費（4,000）

、 、・県内の大学生・高校生等に対し 県内でのインターンシップを行う機会を提供することにより

県内企業への就業を促進する推進協議会を、県内経済団体、県内企業、大学等とともに支援

○新製造業中核人材育成モデル構築事業費（3,500）

・産学官の連携によるものづくり人材育成支援のため、業界で必要とされかつ効果が期待できる

人材育成用教育プログラム（案）の作成業務を、企業等で構成するグループに委託し、技術

伝承を支援

○新岐阜県ロボット産業推進協議会事業費（1,700）

・今後の本県のロボット産業の方向性を見定めるとともに、ギフロボットプロジェクト２１の

６プロジェクト間の連携を強化し、ロボット技術開発促進、技術移転、人材育成等をはかるべ

く、産学官からなる協議会を設置

○「賢材塾」運営事業費（3,870）

・産学官連携による「次世代経営者」育成、異業種交流による企業のネットワークづくりを目的

とした「賢材塾」を開催

○新地域連携型技術開発プロジェクト研究費（35,000 （科技セン研究費枠内））

・異業種、異分野の連携が必要な「生活習慣病の予防効果の高い食品」及び「環境に配慮した

森林整備手法」についての研究を、県、各研究所、地域企業、大学が一体となって実施し、

産学官連携のもと実用化技術を開発

(４) 中部圏との連携事業
○新情報通信セキュリティ人材育成事業費（40,210）

・中部圏及び県内企業からの意見・要望を踏まえ、ソフトピアジャパン内に設置する情報通信

セキュリティ人材育成センターにおいて、中部圏の人材育成拠点として研修を実施

○グレーター・ナゴヤ・イニシアティブ事業費（4,500）

・ グレーター・ナゴヤ」の統一ブランドの下、３県１市が連携して海外企業の誘致・対日投資「

促進活動を実施

○東海地区外国人観光客誘致促進協議会負担金（4,000）

・国際観光テーマ地区を構成する東海４県２市で協議会を設置し、外国人観光客倍増のための

具体的施策を実施

○中部国際空港観光案内所実施協議会負担金（3,413）

・中部国際空港における東海北陸５県１市及び当該県市観光協会（連盟）との協同による観光

案内所の設置、運営
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○県際地域ふれあい観光対策推進費（8,300）

・新中部広域観光推進協議会(H17.10.28) [中部９県１市、地方自治体、観光関係団体等]

・中央内陸県連合広域観光推進協議会(H14.5.28) [山梨県、長野県]

・環白山広域観光推進協議会(H11.2.17) [石川県、福井県]

・飛越能経済観光都市懇談会(H8.6.20) [高山市、飛騨市、下呂市、高山商工会議所、

富山県：栃波市他４市、商工会議所６、 石川県：七尾市他３市、商工会議所４]

・福井・岐阜広域観光推進連絡会(H6.7.29) [郡上市、 福井県、大野市、勝山市]

○新日本まんなか共和国文化首都開催事業費（10,500）

・本県、福井県、三重県、滋賀県の４県による「日本まんなか共和国」において、交替制

で文化首都を置き、交流を促進

○新中京都市圏総合都市交通体系調査費（30,000）

・中部国際空港開港や東海環状自動車道等の整備進捗に対応した、広域的な総合都市交通体系

を検討していくため、三県一市共同で利用者のニーズ把握調査を実施
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別紙６

三位一体改革の成果の平成１８年度予算への反映状況
～成果を生かした本県独自の取り組みによる創意工夫と事業費縮減～

平成１８年度予算への反映状況

（1）平成18年度分国庫補助負担金の税源移譲（一般財源化）に伴う県事業の見直し状況

○国庫補助負担金削減額（１５７億円程度）のうち、額の増減について県に裁量のある

ものの割合は、１１％（１８億円程度 。）

○裁量のあるものについて事業内容を精査し見直した結果、事業費を２.９億円程度縮減

（平成18年度国庫補助負担金改革の状況）

・平成18年度税源移譲対象国庫補助負担金（県分） １５７億円程度

・額の増減について県の裁量なし（１３９億円、８９％）

・額の増減について県の裁量あり（ １８億円、１１％）

見直し額▲２.９億円程度

（2）三位一体改革の成果の具体例

○創意工夫を図った主なもの

◆中小企業経営資源強化対策費補助金関係（経済産業省） ▲ ７０百万円程度

［県事業：県中小企業総合支援事業費補助金 等］

・補助要件廃止により、県中小企業支援センターの相談対応体制を合理化。相談から

支援まで一貫して行う体制により、効率的かつきめ細やかに支援

・地域中小企業支援センターを廃止し移動相談を実施。県内１０箇所に移動相談窓口

を開設することにより利便性を向上

・補助制度の相違により産業経済振興センター、エンタープライズ岐阜事務局それぞ

れで行っていた類似事業を見直し、より事業規模の大きい産業経済振興センターに

事業を統合。エンタープライズ岐阜はベンチャー支援、研究開発支援に特化

◆地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金関係（厚生労働省） ▲１１９百万円程度

［県事業：老人福祉施設整備事業費補助金］

・県独自の単価設定による事業費圧縮

◆疾病予防対策事業費等補助金関係（厚生労働省） ▲ ５百万円程度

［県事業：地域関係職員等研修事業費 等］

・県内の問題や現場の声に応じた研修（妊娠・出産・成長期の健康づくりに拡大）を

実施
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別紙７

固定的経費等の削減（主なもの）
～創意工夫と経費削減努力で、固定的経費についても丹念に聖域なく

見直し～

→予算削減効果額合計▲３３.４億円(１) 固定的経費の削減

○組織のスリム化、定数の適正化、給与制度の見直しなどによる総人件費の抑制

▲ 約１５億円

○指定管理者制度新規導入による削減効果額 ▲約１０.５億円

・民間活力導入による施設維持管理経費の削減

・指定管理者制度新規導入施設 ３７施設（公募９・特定者指名２８）

○県施設維持管理見直しによる削減 ▲約３.０億円

・指定管理者導入施設に準じた見直しによる施設維持管理経費の削減

・委託業務（清掃・保守）における仕様、契約方法等の見直し

○情報システム導入審査委員会による削減効果額 ▲約３.１億円

・総合的かつ一元的な導入審査、調達基準によるシステム関連経費の削減

・システム導入の必要性、機器導入金額等の精査

○警察官被服における調達方法の工夫による削減効果額 ▲約１.８億円

・被服支給希望アンケートに基づいた支給方法への変更等による調達経費の削減

→予算削減効果額▲３５.０億円(２) シーリング率の設定等による減
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別紙８

税源涵養施策及び徴収率向上策（主なもの）
～税源移譲を見据えた積極的な税収確保策の展開～

Ⅰ 主な税源涵養施策

(1) 企業誘致

（単位：㎡ ％）①工業団地の分譲状況
工業団地名 分譲面積 立地率 備 考[区画数] 分 譲 済 面 積 区画数］ 分 譲 残 面 積 ［ 区 画 数 ］

関 421,000 [18] 265,000 [10] 156,000 [8] 63.0 H16.4～テクノハイランド

90,700 [14] 90,700 [14] 0 [0] 100テクノプラザ

２期 153,000 [25] 42,000 [6] 111,000 [19] 27.5 H17.6～テクノプラザ

69,500 [31] 57,400 [26] 12,100 [5] 82.6ソフトピアジャパン

美濃 278,000 [15] 278,000 [15] 0 [0] 100テクノパーク

②誘致企業への支援策
○新基幹企業立地促進事業補助金（1,020,000）

・地域経済活性化及び地域のブランド力向上を図るとともに、県の安定自主財源の確保により

本県の自立を図るため、超優良企業向け企業立地助成制度を適用

（適用企業）ヤフー㈱、㈱ブロードバンドタワー

（交付予定額）１０年間で７０億円（毎年度、本県への法人事業税確定税額の８割を限度）

○拡企業立地促進事業補助金（731,738）

・従来の「知識産業立地促進事業補助制度」と「コールセンター等立地促進事業補助制度」を

統合し、新たに一般製造業を補助対象業種に追加するとともに、補助限度額を５億円から

最大１０億円に引き上げ

（主な補助予定先）東京海上日動あんしん生命保険㈱、東京海上日動火災保険㈱

○新テクノプラザ２期周辺基盤整備事業費補助金（291,593）

・企業誘致を有利に進めるため、分譲単価が土地鑑定評価額に近くなるよう各務原市が実施する

周辺基盤整備事業に対し助成

○岐阜情報スーパーハイウェイの無料開放

・県内に事業所等を有することを条件に無料で開放

③中部圏との連携
○グレーター・ナゴヤ・イニシアティブ事業費（4,500）

・東海地域を一つの経済圏として捉え 「グレーター・ナゴヤ」の統一ブランドの下、３県１市と、

地元産業界が連携して海外企業誘致、対日投資活動を推進

(2) 県内企業への支援

①地場産業等の振興
○岐阜県産業振興ビジョン策定事業費（4,600）

・産業活性化のための理念や施策の方向などを明らかにした「岐阜県産業振興ビジョン」を策定
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○新中小企業ものづくり総合支援事業費補助金（210,000）

・中小企業者のニーズに沿った柔軟な支援制度とするため、地場産業の新商品開発等に係る既存

の補助制度に新たな補助制度を統合した総合補助金を創設

○公共工事における県産品の優先使用

・平成10年度 岐阜県建設工事共通仕様書に県産品の優先使用を明記

・平成16年度 岐阜県建設工事共通仕様書に県内産木材の優先使用を追加明記

②観光交流産業の振興
○ひだみの産業観光推進事業費（41,000）

・平成１９年度に実施予定のＪＲデスティネーションキャンペーンに向けた全国宣伝販売促進

会議を開催

○新大都市圏誘客宣伝推進事業費（10,000）

・大手旅行会社５社及び旅館・ホテル等との連携により、岐阜県へのツアー商品パンフレット

を作成し、大都市圏で集中的にＰＲ販売することでインパクトある誘客宣伝を展開

○海外誘客戦略推進事業費（22,000）

・万博を契機に増加した観光客数を維持、継続させるため、海外に本県の様々な観光資源を

認知してもらい、誘客に繋げる施策を展開

○イベント・コンベンション誘致推進事業費補助金（50,000）

・県内へ学会、イベント・コンベンションを積極的に誘致するため開催経費の一部を補助

(3) 人づくり

①人材育成
○新雇用直結型ＩＴ人材養成事業費（50,000）

、 、・未就業者を対象に数ヶ月間無料の短期集中研修を行い 地元企業との就職マッチングを通じて

ＳＥ、プログラマー、オペレーター等としてＩＴ関連企業への就職を実現

○産業人材育成研修事業費（60,000）

・産業界のニーズに応える人材育成及び若年者雇用に結びつく即戦力人材育成のための実践的な

研修を実施

○新「あすなろ農業塾」研修事業費（1,700）

・職業として農業を選択しようとする新規就農希望者を対象に、県内の指導農業士等のもとで

長期研修（１年間）を実施

○きこり養成塾支援事業費補助金（18,723）

・林業新規就労者を早期に即戦力となる人材に養成する仕組みを作り、新規就労者を確保

②雇用の創出
○ぎふ働く人の応援プラン策定事業費（1,700）

・雇用労働環境が大きく変化する中で、県内の雇用労働に関する課題と方向性を示しつつ、

具体的な数値目標を設定し、トータルな労働施策方針を策定

○新岐阜県インターンシップ推進協議会運営費（4,000）

・県内の大学生・高校生等に対し、県内でのインターンシップを行う機会を提供し、県内企業

への就業を促進するために、県内経済団体等との協働による推進協議会の活動を支援

○若年者職業訓練利用券給付モデル事業費（6,500）

・就労不安定な若年者や職業に就いていない者に対し、職業訓練利用券（バウチャー）を給付

することにより、個人が選択する職業訓練を受けられる環境を整備
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○拡知恵産業おこし推進事業費（人材チャレンジセンター運営費 （23,790））

・地域人材チャレンジセンター（ＪＲ岐阜駅）で無料職業紹介を開始

○ベンチャー企業高度化人材マッチングサポート事業費（5,000）

・ベンチャー企業の求める高度な経営ノウハウを持つ企業ＯＢ等人材の発掘及びマッチングを

支援し、ベンチャー企業の成長スキームの成功と県内での企業ＯＢ人材の活用を促進

Ⅱ 主な徴収率向上策

○新コンビニ収納対応事業費（30,000）

・納税者の利便性の向上及び納税機会の拡大のため、コンビニエンスストアで自動車税を納税

できるシステムを構築

○新地方税法第４８条直接徴収事業費（2,714）

・個人住民税の徴収困難事案を市町村から引き受け、税務課職員と市町村研修生が差押えを

中心に滞納整理を実施

○差押財産公売促進事業費（3,417）

・インターネット公売を中心として、差押え財産の公売を計画的・効率的に実施し、滞納額を

縮減
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